














































すことにある。まず第 2 節は、買い物弱者の定義とその推定人数を提示する。次に第 3 節
は、買い物困難に関する先行研究を紹介し、その発生原因との関連性を検討する。第 4 節
は、買い物困難の発生原因である流通網と交通網の弱体化について、小売店舗数と公共交通
機関利用者比率を利用してそれらの変化を明らかにする。 
そして、以下の結果を得ることができた。第一に、経済産業省(2010)と薬師寺(2014)では、
買い物弱者が地方圏に限らず全国的に発生していることを示唆している。これは、買い物弱
者が都市郊外や人口集中地域においても発生していることを意味している。第二に、流通網
の弱体化となる小売店舗数の減少は、都市圏と地方圏ともに進行している。第三に、交通網
の弱体化について、地方圏と一部の都市圏の乗合バスの路線や運行頻度の減少により利便
性はかなり悪化している。特に、無店舗地域の住民にとって、日常的な移動に利用されてい
る乗合バス路線の縮小は購買機会のさらなる減少を意味する。 
 
第 2章 
本章では、空間的寡占市場モデルを用いて新規店舗が新たに参入可能となる市場規模と
される参入境界値および消費者の利得である消費者余剰の推計方法を示す。 
買い物困難の発生原因である店舗数の減少は企業の参入退出行動の結果と考えられる。
さらに店舗数と市場競合度は市場価格を変化させ、その結果消費者の利得である消費者余
剰も変化させる。このように、買い物困難は企業の参入退出行動と消費者余剰に関連づける
ことができる。そのために、まず第 2節では市場競合度を考慮に入れた空間的寡占市場モデ
ルを用いて、企業数の決定要因である参入境界値の特徴を示す。次に第 3節では、寡占市場
における消費者余剰と参入境界値の関係を明らかにする。第 4節では、参入境界値の実証分
析の手法を説明する。 
その結果、以下のことがいえる。第一に、企業の参入退出行動は参入境界値により決定さ
れること、そして参入境界値は企業数と市場競合度に依存していることが示された。第二に、
空間的寡占市場の市場価格は企業数と市場競合度にしたがって変化し、その価格変化が消
費者余剰を変化させることが示された。さらに消費者余剰は市場競合度の程度によって異
なる。第三に、参入境界値を推計するために順序型プロビットモデルによる推定方法が示さ
れた。具体的には、推定された閾値を用いて参入境界値に対応する人口規模が計測されるこ
と、また市場競合度は参入境界値の推定値から導出できることが示された。 
 
第 3章 
本章は、前章で示した空間的寡占市場モデルを用いて地方圏のスーパーマーケットの市
場参入要因を明らかにし、買い物困難度の現状と将来のその変化を示すことを目的とす
る。 
そのために、まず第 2 節はスーパーマーケットの立地状況を店舗規模とその分布から検
証し、都市と地方の差異を明らかにする。次に第 3節は、地方圏スーパーマーケットの実証
分析によりその市場参入条件と人口規模の関連性及び市場競合度を示す。第 4節は、国立社
会保障・人口問題研究所の地域別将来推定人口に基づく長期のスーパーマーケット立地状
況を推測し、住民の買い物困難度を予測する。 
そして、その分析から以下のことが得られた。第一は、初期の参入障壁よりも 2店舗目の
参入障壁が大きいことである。また、3店舗目の参入障壁は大きく変化しないことが示され
た。この結果から、1店舗から 2店舗への店舗数の増加は市場競合度を高めないが、3店舗
目の参入により急激に競争的になることが示された。第二は、これらの参入障壁と市場競合
度が隣接地域への越境消費の程度に依存しているということである。具体的には、隣接する
地域が大都市であれば自地域の参入障壁は大きくなることが示された。ただし、越境消費を
考慮しても 3店舗目の参入後に市場競合度はより高まる。第三は、人口減少によって将来の
地方圏スーパーマーケット数は減少し、店舗立地の偏在が起こるということである。このこ
とは、小規模市町村における買い物困難度が今後急激に高まることを示唆している。したが
って、これら地域の買い物困難度を軽減する政策が必要となるであろう。ここでの分析結果
は買い物困難度を地域別に特定することが可能であり、地域別の軽減政策の立案にあたっ
て有効な情報を与えることができる。 
 
第 4章 
本章の目的は、第 2章で示した空間的寡占市場モデルに基づく実証分析により、名古屋
市内のスーパーマーケットの立地決定要因を示し、市場競合度を明らかにすることにあ
る。 
そのために、まず第 2節は、名古屋市内のスーパーマーケット市場の変化について、店舗
規模に関するデータと集中度係数を用いて明らかにする。次に第 3節は、名古屋市内のスー
パーマーケットの店舗立地について、順序型プロビットモデルを用いて実証分析を行い、市
場参入条件と人口規模の関連性及び市場競合度を示す。第 4節は、国立社会保障・人口問題
研究所の地域別将来推定人口に基づく長期のスーパーマーケット立地状況を推測し、名古
屋市における住民の買い物困難度を予測する。 
これらの分析から以下のことが明らかになった。第一に、2010年の市場競合度は 2005
年よりも低下しており、スーパーマーケット市場がさらに非競争的になっていることを意
味している。この非競争的な状態の原因として、小規模店舗の退出と大規模店舗の参入が
進行したためであると考えられる。また、そのような状況では独占市場あるいは協調的市
場を形成するように店舗が立地したことを意味している。そしてこの競合度の低下は、
2000年の大規模店舗法廃止に起因していると考えられる。第二に、将来における名古屋市
のスーパーマーケット市場は１店舗地域の大幅な増加と一定数の無店舗地域の存在が起こ
るということである。このことは、域内の店舗数減少と無店舗地域の増加により買い物困
難度を高めることを示唆する。 
ここで得られた結果を地方圏スーパーマーケット市場分析の結果と比較してみる。まず
市場競合度は、地方圏の場合 2店舗目の参入障壁が高く 3店舗目の参入で急速に競合的に
なるとしている。しかし名古屋市の場合 2005年は競合的な市場であったが 2010年では非
競合的な市場になっている。次に将来の買い物困難度は、地方圏の場合人口減少による店
舗数の減少と店舗立地の偏在によって、急速に高まると予想される。そして名古屋市の場
合、1店舗地域の大幅な増加と一定数の無店舗地域の存在により、将来の買い物困難度は
高まると予想されている。したがって、両地域の将来の買い物困難度は悪化するといえ
る。 
 
第 5章 
本章の目的は、移動費用を考慮した消費者余剰モデルを用いて、将来における地方圏と
名古屋市内の消費者余剰の変化を測定し、その変化から買い物困難度を明らかにすること
にある。 
そのために、まず第 2節は、買い物困難度と消費者余剰の関係を示す。次に第 3節は、移
動距離と無店舗地域の移動費用を考慮した消費者余剰モデルの理論的枠組みを提示する。
第 4節は、将来における地方圏および名古屋市の立地店舗数と人口分布を用いて、消費者余
剰を計測し将来の住民の買い物困難度を予測する。 
そこから以下のことを指摘できる。第一に、地方圏独立型地域における将来の買い物困難
度は悪化すると予測された。この原因として、その市場構造が完全競合型に近いため、無店
舗地域数の増加と店舗数全体の減少により買い物困難度は悪化するためである。第二に、地
方圏大都市隣接地域も将来の買い物困難度は悪化する。その市場の競合関係は独立型地域
と同じく完全競合型に近いため、店舗数全体の減少により買い物困難度を悪化している。た
だし、無店舗地域数の減少による買い物困難度の部分的改善があるために、地方圏独立型地
域よりもその買い物困難度の悪化は限定的であるといえる。第三に、名古屋市における将来
の買い物困難度は若干改善すると予測された。これはその競合関係が完全結託型であると
考えられるために、買い物困難度は無店舗地域数のみに依存している。そして、名古屋市の
将来の無店舗地域数は若干減少すると予測されるために、将来の買い物困難度も改善する
ことになる。第四に、以上で示した将来の買い物困難度の変化から、地方圏独立型地域の買
い物困難度が最も悪化し、名古屋市では将来の買い物困難度の変化が最も小さいことがい
える。 
 
終章 
 以上のような構成で、本論文は買い物困難の問題を産業組織論的アプローチにより分析
して、その発生原因と買い物困難に直面している消費者の経済的損失を明らかにした。その
結果、以下のことが示された。 
 第一に、空間的寡占市場のもとでの店舗の参入退出行動と市場の消費者行動は、第 2章よ
り企業数と市場競合度に依存していることが示された。第二に、地方と都市は店舗規模や市
場競合度の違いにより異なる市場構造であることが示された。第三に、消費者余剰の変化に
よる買い物困難度を測定し、地方圏と名古屋市の買い物困難度の予測を行った。そして、地
方圏独立型地域の買い物困難度が最も悪化し、名古屋市の買い物困難度の変化は最も小さ
いことが示された。 
 
